
《事業目的》

《事業開始の背景》
《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること

《事業概要》

《事業展開の留意事項》
○運営費補助金 300千円

花巻市市民憲章推進協議会の運営及び活動に係る補助金の交付 300千円

（補助対象経費の1/4以内　※100千円以上）

○職員旅費 84千円
全国市民憲章運動連絡協議会が主催する全国大会への職員旅費（開催地：愛知県半田市）
全国市民憲章運動連絡協議会役員会出席職員旅費（東京1回）
全国市民憲章運動連絡協議会東北ブロック研修会への職員旅費

○市民憲章碑改修業務委託 1,998千円

《成果指標》 旧花巻市民憲章碑の改修業務委託
24 25 26 （文化会館前ロータリー・新花巻駅前駐車場・花巻市分庁舎前）

市民憲章推進事業 （総括表）

平成 25 年度 事務事業マネジメントシート 〔 事後評価 〕

担当係長会計 款 項 目 事業ｺｰﾄﾞ 事業名 分 野 担当部(機関) 担当課(機関) （内線）

一般 02 01 17 0404 市民憲章推進事業 地域づくり 総合政策部 地域づくり課 似内　一弘 454

事業
期間

単年度繰返 期間限定 〔平成 年度 ～ 平成 年度〕
25 年度 当初(現計) 補　正 25 年度 26 年度

事 業 費
2,381

その他

国県支出金

地方債

花巻市民憲章の制定に合わせて市民憲章の普及及びまちづくり運動の推進

○花巻市市民憲章推進協議会活動支援
　花巻市市民憲章推進協議会運営補助金
　市民憲章運動推進全国大会等への出席

一般財源 2,381

財
源
内
訳

市民憲章の周知

まちづくり活動に参加している市
民の割合（実人員）

％
目標 61.0 68.0
実績 81.2 81.3

実績
③

目標

〔 対象外 〕

実績

68.0

項 目 単位 区分 年度(実績) 年度(見込) 年度(計画)

市民参画の有無

②
目標

①

花巻市市民憲章 花巻市市民憲章 

推進協議会 

推進・普及啓発 

花巻市 

財政支援・事務支援 



《環境変化、意見・要望》…環境変化はないか？　意見や要望が寄せられていないか？

 公共関与の妥当性
妥当である

見直し余地がある

妥当でない

 成果の向上余地
向上余地がある

向上余地がない

《事業概要》…上記目的を実現するための事業手法を記載すること  事業費・人件費の削減余地
事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

 受益と負担の適正化余地
受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

適正である

〔 〕
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

後援・協賛 補助・助成 委託 《総合評価》…上記評価結果の総括

24 25 25

24 25 25

市民憲章推進事業

　市民憲章の普及啓発を推進するため、花巻市市民憲章推進協議会への活動支援を行うことで市
民憲章運動（まちづくり運動）の推進へ成果があった。
　特に大迫・石鳥谷・東和地域の普及が遅れていることから、昨年度に引き続て花巻地域以外で
の推進大会の開催や標語募集、ポスター配布等を通じた普及啓発を展開した。

（附表）

要因分析

・花巻市民憲章が普及し、まちづくり活動の浸透が図られている。

実績

達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

③
目標

②
目標

実績

68.0
実績 81.2 81.3

年度(計画)

①
まちづくり活動に参加している市
民の割合（実人員）

％
目標 61.0 68.0

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分 年度(実績) 年度(実績)

①

200

③
計画

実績

② 推進大会参加者数 人
計画 200 210 210
実績 200

効
率
性

・推進協議会会員からの会費のみでは事業展開が難しく、推進協
議会を通じた継続的な取り組みを進めるためには、最小限の事業
費であり、削減は難しい。

○花巻市市民憲章推進協議会活動支援
　花巻市市民憲章推進協議会運営補助金
　市民憲章運動推進全国大会等への出席

公
平
性

・市民憲章は、全市民にとって共通の指針であり、公平である。

市民参画の有無 対象外

市民憲章推進協議会会員数 団体・人
計画 250 255 255
実績 227 227

市民協働
の形態

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 年度(実績) 年度(実績) 年度(計画)

都市内分権構築で市民参画・協働
のまちづくり

小さな市役所構想と協働の推進
5-1

項 目 事業ｺｰﾄﾞ 事業名

・推進協議会において、市内の未加入団体等へ働きかけや市広報
誌への啓発記事の掲載を通じて、成果が向上する余地がある。

対象 市民・市民憲章推進協議会

意図 市民憲章の唱和や運動への参画を通じて、まちづくりへの参画意識が高まる。

目
的
妥
当
性

・市が制定した市民憲章について、市に代わり主体的に推進して
いるため、公共関与は妥当である。総合

計画 5

施　策

有
効
性

目的

政　策

市民憲章の周知

〕平成 25 年度 事務事業マネジメントシート 〔 事後評価

市民憲章推進事業

会計 款

一般 02 01 17 0404


